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2．問題関心及び方法 
3．社会福祉士とは「別建て」の資格を設ける「根拠」及びその「是非」 
 3-1 社会福祉士と「別建て」資格を創設する根拠とその是非 
 3-2 保健医療領域において精神保健福祉士のみ先行して創設が可能となった理由 
4．P 法制定時に想定されていた精神保健福祉士の「業務」及びその「対象」 
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 6-2 精神保健福祉士を必置とする等によるインセンティブの可能性 
7．当面のまとめと今後の課題 ―精神保健福祉士法制定時の国会議事録にみる「分業」化の根拠― 

 

要旨 本稿は、精神保健福祉士の職能団体である日本精神保健福祉士協会（協会）が、その

「対象」、「役割」及び「領域」が「拡大」していることを根拠として、その略称を「PSW」

（Psychiatric Social Worker）から「MHSW」（Mental Health Social Worker）へと正式に

変更したことの妥当性検討の端緒として、当該資格の根拠法である精神保健福祉士法（P 法）

制定に直接かかわる国会委員会における審議内容の精査を通して、P 法制定当時、既に国家

資格として制度化されていた社会福祉士、及びやはり国家資格化を目指していた医療機関に

おけるソーシャルワーカー（MSW）との制度としての分業化の根拠について整理・検討する

ことを目的としている。P 法制定時における「分業」化にかかる論点は、対象者の「社会復

帰」の「能否」を基準として既に存在していた社会福祉士及び MSW の「対象外」とされた

領域・職能を剔出するための論点であり、それはすなわち協会が切望していた精神保健福祉
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士の排他的職能の彫刻の過程であり、本来的には「分業」化の根拠を明確且つ強固にするた

めの論点でもあった。しかし上述の論点は分業の根拠を強固にするものとは言い難いもので

あった。加えて、受験資格特例における法制定時の無資格精神科ソーシャルワーカーの「優

遇」措置、及び精神保健福祉士創設に伴う何らかのインセンティブ付与の可能性に関する 2

つの論点は、却ってその根拠の曖昧性を露呈させるものとなっていた。 

 

キーワード：Mental Health Social Worker 精神保健福祉士 社会復帰 

 

1．研究目的 

 

本稿は、精神保健福祉士の職能団体である日本精神保健福祉士協会（旧 日本精神医学ソーシャ

ル・ワーカー協会、以下、協会）が、その「対象」、「役割」及び「領域」が「拡大」していること

を根拠として、その略称を「PSW」（Psychiatric Social Worker）から「MHSW」（Mental Health Social 

Worker）へと正式に変更したこと 1）の妥当性検討の端緒として、当該資格の根拠法である精神保

健福祉士法（以下、P 法）制定に直接かかわる国会委員会における審議内容の精査を通して、P 法

制定当時、既に国家資格として制度化されていた社会福祉士、及びやはり国家資格化を目指してい

た医療機関におけるソーシャルワーカー（以下、MSW）との制度としての分業化の根拠について

整理・検討することを目的としている。 

 

2．問題関心及び方法 

 

筆者の研究の視点（問題関心）の基底には、精神保健福祉士の「制度」としての専門職性（新領

域における排他的職能）獲得の「由来」の探索とその妥当性の是非がある。この視点のもと筆者は

これまで、医療観察法（2003 年成立、2005 年施行）、及び相模原市障害者殺傷事件後の精神保健福

祉法改正審議（第 193 回国会（2017 年）に国会上程されるものの継続審議。その後厚労省は、第

196 回国会（2018 年）への再上程を検討していたものの、同年 3 月に上程しない方針を示し、法と

しては事実上の廃案）における協会による職能獲得の過程について、その是非とともに論じてきた

（樋澤 2017a、同 2017b、同 2018、同 2019a、同 2019b）。当該論考で整理できた点は端的にいえば、

ある時点において初期値とみなされている制度的・排他的職能は、実際は個別具体的な特定の事象

を契機とした種々の制度の新設・改正の過程に付随するかたちで行われた能動的な職能獲得のた

めの活動の成果であったということである。 

また、樋澤（2020a）、同（2020b）では精神保健福祉士のメンタルヘルス領域全般への職域拡大

をふまえた暫定的帰結としての英語表記（略称）変更の妥当性について、P 法案が国会上程される

際の公衆衛生審議会（1997 年 2 月 26 日開催）における議事、及び法成立 10 年後の改正の土台と

なった「精神保健福祉士の養成の在り方等に関する検討会」（第 1 回会議：2007 年 12 月 19 日）に
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おける精神保健福祉士への新たな役割の付与に関する議論の精査を通して、法制定時にすでに存

在していた社会福祉士とは「別建て」で創設するにあたって顕在化した専門職性の「住み分け」の

課題（将来的な資格の統一化）を「棚上げ」したまま、現時点における精神保健福祉士の活動を素

朴に記述するのであれば略称変更は妥当である旨を報告した。換言すれば、いずれは上記課題の

「棚卸し」、すなわちソーシャルワーク専門職資格の「統一化」を見据えた、本邦におけるソーシ

ャルワーク専門職資格分立状況の妥当性の是非に関する検討をしないかぎり、却って精神保健福

祉士の専門職性が希釈されかねないことを暗に示した。本稿も、以上の問題関心の延長線上に位置

づけられるものである。 

本稿では P 法案が付託され実質的に審議された４つの衆参厚生委員会議事録を検討材料とする

（下線の委員会審議録）。なお P 法案上程後の国会委員会の審議過程は以下の通りである 2）。 

・第 140 回国会衆議院厚生委員会（1997 年 6 月 6 日）に付託（P 法案（内閣提出第 90 号）趣旨 

説明のみ）。 

・第 140 回国会衆議院本会議及び同参議院本会議（1997 年 6 月 18 日）にて継続審議。 

・第 141 回国会衆議院厚生委員会（1997 年 11 月 21 日）に付託（実質的審議その１、以下、1121 

 委員会）。 

・第 141 回国会衆議院厚生委員会（1997 年 11 月 28 日）審議後、賛成多数で原案可決し衆議院 

本会議に提案（実質的審議その２、以下、1128 委員会）。 

・第 141 回国会衆議院本会議（1997 年 12 月 2 日）にて賛成多数で可決、参議院へ送付。 

・第 141 回国会参議院厚生委員会（1997 年 12 月 4 日）に付託（趣旨説明のみ）。 

・第 141 回国会参議院厚生委員会（1997 年 12 月 11 日）審議（実質的審議その３、以下、1211 

 委員会）。 

・第 141 回国会参議院厚生委員会（1997 年 12 月 12 日）審議後、全会一致で原案可決し参議院 

本会議に提案（実質的審議その４、以下、1212 委員会）。 

・第 141 回国会参議院本会議（1997 年 12 月 12 日）にて全会一致で可決、成立（法律第百三十 

一号）。 

 本稿の検討対象とする国会委員会における主要な政府委員（政府委員は 2001 年に廃止、現在は

政府参考人）は、小林秀資（厚生省保健医療局長）3）、炭谷茂（厚生省社会・援護局長）、そして

篠崎英夫（厚生大臣官房障害保健福祉部長）4）、の 3 名である（肩書・所属は当該法案審議当時、

以下姓のみ）。小林は主に「MSW」、炭谷は主に「社会福祉士」、そして篠崎は主に「精神保健福祉

士」をそれぞれ所管していた。1128 委員会において資格ごとの所管が異なる点についての質疑に

対する各人の答弁もあるように 5）、資格の分立の根底には当時の厚生省における担当部署間の「縦

割り」行政という至極シンプルな事実がある。そのため本主題の検討を行う場合、委員の質疑に対

する答弁内容のみならず、「誰」が答弁しているかということについても留意をする必要がある。 

 本稿では本主題に関わる質疑を行っている以下の委員の答弁内容を主たる整理検討材料とする。

1121 委員会は、矢上雅義（新進党）、金田誠一（民主党）、桝屋敬悟（公明党）、1128 委員会は、根
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本匠（自民党）、山本孝史（新進党）、石毛えい子（民主党）、1121 委員会に引き続き金田誠一（民

主党）、1211 委員会は、宮崎秀樹（自民党）、清水澄子（社会民主党）、1212 委員会は、西山登紀子

（日本共産党）（所属政党は当時、以下姓のみ）。 

 当該国会委員会における議事を精読するかぎり、当該委員会における審議の主要論点は以下の 3

項目に収斂させることができる。本稿では主要論点となった以下 3 点の課題に焦点を絞って整理

検討を行う。 

① 社会福祉士とは「別建て」の資格を設ける「根拠」及びその「是非」 

② P 法制定時に想定されていた精神保健福祉士の「業務」及びその「対象」 

③ P 法第 41 条 2 項における「主治の医師」による「指導」の意味 

 以上の 3 つの論点は当然ながら個々独立した論点としてではなく、他の論点と密接に結びつい

たかたちで審議がなされている。また以上の論点の他にも、④P 法制定時の「精神科領域における

（無資格）ソーシャルワーカー」と「社会福祉士国家資格取得者」との、P 法制定後の経過措置期

間における国家試験受験資格取得方法の差異（前者は「実務 5 年」で良いとされたことに対して、

後者は実務経験の算入はなされず最低「6 ヵ月（660 時間）の短期養成機関」を経なければならな

いことに対する「不公平性」に関する論点）、⑤精神保健福祉士取得者を医療機関等に配置した場

合の機関側のインセンティブの可能性（業務の「診療報酬」化＝業務独占）等についても、上述 3

点との接続性を持ったかたちでの審議の記録がある。本稿ではこれらの論点についても補足的に

触れる。 

 
3．社会福祉士とは「別建て」の資格を設ける「根拠」及びその「是非」 
 

 P 法制定時の国会委員会の主要論点の一つは、ソーシャルワーカーの既存資格である社会福祉士

とは「別建て」の資格をあえて設ける根拠とその是非である。既に制度的には社会福祉士が存在し、

且つ当該国会委員会でも再三、議論の俎上に挙げられている MSW 資格化構想も含めて、仮にこの

時点で全て実現すれば３種類のソーシャルワーカーの国家資格が分立する状況となっていた。 

 当該国会委員会での質疑／答弁をより正確に見ると本項論点はさらに、(1)社会福祉士と「別建

て」資格を創設する根拠とその是非、(2)社会福祉士とは「別建て」で当時構想段階にあった（そし

て結局資格化はされなかった）MSW ではなく、精神保健医療福祉領域に限定された精神保健福祉

士のみに限定した資格を MSW に先行して創設することが可能となった理由、という 2 点に分け

ることができる。以下では、おおよそ(1)、(2)に分けたうえで、それぞれについての政府委員答弁

内容について整理する。 

 
 3-1 社会福祉士と「別建て」資格を創設する根拠とその是非 

 本論点については後述の 3 節 2 項とも関連するが、端的に「専門性の違い」に焦点化して答弁が

なされている。この点に関しては 1128 委員会における根本と篠崎の質疑／答弁がある。根本は「理
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想的には横断的な資格が望ましい」ことを前提としたうえで、医師資格の特徴を例に挙げ、精神保

健福祉士を独立して資格化する理由を問うている。それに対しては篠崎が、社会福祉士の対象と業

務を挙げたうえで、対象の「社会復帰」の様態を軸として社会福祉士の専門性では「不十分」な点

を剔出し、その点において専門性が異なるため精神保健領域における新資格が必要である旨を答

弁している。すなわち、社会福祉士は「身体上または精神上の障害があること、または環境上の理

由により日常生活を営むのに支障がある者の福祉に関する相談援助を行う職種」であり、「傷病者

の相談援助を行うための保健に関する知識、技術は必ずしも十分ではなく、福祉一般の領域と比較

して保健医療に関する専門性、特殊性の強い病院において入院者を対象として活動することを想

定」していない旨を述べる。他方、俎上に載せられている精神保健福祉士は「精神症状が安定して

いない精神障害者の社会復帰に関する相談に応じ、助言、指導、訓練その他の援助を行う」専門職

であり、「精神病院に入院中の障害者やそこからの社会復帰途上にある精神障害者を業務の対象」

とする旨の答弁をしている。 

 「社会復帰」はそれが使用・適用される分野・領域によって振幅があり、本来はその発話主体が

どのような条件付けを客体に課しているのかまで明示する必要がある概念である。当該国会委員

会における政府委員答弁においてたびたび登場する精神保健福祉士の対象者の様態としての「社

会復帰」の「途上」にある精神障害者が具体的にどのような状態にある人たちであるのかについて

は必ずしも丁寧な説明がされているわけではないが、文脈をふまえればそれは地域社会における

受入体制さえ整えば退院可能な状態にある精神科医療機関に入院している精神障害者、と言うこ

とになろう。精神保健福祉士は、精神症状が安定していないことを理由とした社会復帰の途上（社

会復帰していない）にある精神障害者に対して、社会復帰完了に向けた援助を行う専門職である。

そしてそれは保健医療領域における活動を想定していない社会福祉士の領域外である。そのため

その方面を専任する専門職としての精神保健福祉士が必要である、という理路である。 

 また上記に加えて同質疑に対して篠崎は、資格分立の根拠について養成教育における物理的な

都合も根拠に挙げている。すなわち「社会復帰途上にある精神障害者については、判断能力や社会

適応能力が十分でないことがあり、また、精神症状が安定していないことから、常に精神疾患に配

慮しつつ相談援助や日常生活上の適応のための訓練を行う必要があるなどの特殊性」が存在し、そ

のためには「福祉に関する知識、技術だけではなく、精神障害者の保健医療に関する専門的知識、

技術を有していることが不可欠」であるため、社会福祉士とは「求められる専門性が異なる」。そ

のため「精神障害者の保健医療に関する専門的知識、技術」取得のためには社会福祉士養成課程の

みでは不十分であり、当時の社会福祉士養成課程への「上乗せ」で行う場合は、「約一・五倍」の

養成科目が必要となり、通常の大卒課程のみでは履修が不可能となるため「人材の確保に支障を来

すおそれが」あり、「精神障害者の社会復帰を緊急に進めるため」には、独立した養成課程が必要

という理由である。 

 なお前者の、精神症状の安定していないことを理由とした社会復帰の途上にある精神障害者支

援の専門職の必要性という根拠に関しては、必然的に精神疾患に対する治療が現在進行形で履行

 

 

本匠（自民党）、山本孝史（新進党）、石毛えい子（民主党）、1121 委員会に引き続き金田誠一（民

主党）、1211 委員会は、宮崎秀樹（自民党）、清水澄子（社会民主党）、1212 委員会は、西山登紀子

（日本共産党）（所属政党は当時、以下姓のみ）。 

 当該国会委員会における議事を精読するかぎり、当該委員会における審議の主要論点は以下の 3

項目に収斂させることができる。本稿では主要論点となった以下 3 点の課題に焦点を絞って整理

検討を行う。 

① 社会福祉士とは「別建て」の資格を設ける「根拠」及びその「是非」 

② P 法制定時に想定されていた精神保健福祉士の「業務」及びその「対象」 

③ P 法第 41 条 2 項における「主治の医師」による「指導」の意味 

 以上の 3 つの論点は当然ながら個々独立した論点としてではなく、他の論点と密接に結びつい

たかたちで審議がなされている。また以上の論点の他にも、④P 法制定時の「精神科領域における

（無資格）ソーシャルワーカー」と「社会福祉士国家資格取得者」との、P 法制定後の経過措置期

間における国家試験受験資格取得方法の差異（前者は「実務 5 年」で良いとされたことに対して、

後者は実務経験の算入はなされず最低「6 ヵ月（660 時間）の短期養成機関」を経なければならな

いことに対する「不公平性」に関する論点）、⑤精神保健福祉士取得者を医療機関等に配置した場

合の機関側のインセンティブの可能性（業務の「診療報酬」化＝業務独占）等についても、上述 3

点との接続性を持ったかたちでの審議の記録がある。本稿ではこれらの論点についても補足的に

触れる。 

 
3．社会福祉士とは「別建て」の資格を設ける「根拠」及びその「是非」 
 

 P 法制定時の国会委員会の主要論点の一つは、ソーシャルワーカーの既存資格である社会福祉士

とは「別建て」の資格をあえて設ける根拠とその是非である。既に制度的には社会福祉士が存在し、

且つ当該国会委員会でも再三、議論の俎上に挙げられている MSW 資格化構想も含めて、仮にこの

時点で全て実現すれば３種類のソーシャルワーカーの国家資格が分立する状況となっていた。 

 当該国会委員会での質疑／答弁をより正確に見ると本項論点はさらに、(1)社会福祉士と「別建

て」資格を創設する根拠とその是非、(2)社会福祉士とは「別建て」で当時構想段階にあった（そし

て結局資格化はされなかった）MSW ではなく、精神保健医療福祉領域に限定された精神保健福祉

士のみに限定した資格を MSW に先行して創設することが可能となった理由、という 2 点に分け

ることができる。以下では、おおよそ(1)、(2)に分けたうえで、それぞれについての政府委員答弁

内容について整理する。 

 
 3-1 社会福祉士と「別建て」資格を創設する根拠とその是非 

 本論点については後述の 3 節 2 項とも関連するが、端的に「専門性の違い」に焦点化して答弁が

なされている。この点に関しては 1128 委員会における根本と篠崎の質疑／答弁がある。根本は「理
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されていることになるため、必ず「主治の医師」による当該専門職に対する関与が必然となる。こ

の点は上記の理路に加えて MSW 資格が構想のみで終焉した理由とも接続する論点である。この

点は 5 節で後述する。また、後者の養成教育の物理的な不都合を根拠とすることについては、社会

福祉士資格保持者が精神保健福祉士資格を取得するルートと、精神保健医療福祉領域におけるソ

ーシャルワーカー（無資格者含む）が取得するルートとの差異も当該国会委員会における論点の一

つとなっており、上記の篠崎の答弁の通り必ずしも単純な科目の「上乗せ」で可とはなっていない。

この点は 6 節 1 項で触れる。 

 

3-2 保健医療領域において精神保健福祉士のみ先行して創設が可能となった理由 

社会福祉資格とは「別建て」の資格として精神保健福祉士を創設する根拠とその是非に関する論

点は、そのまま保健医療領域という共通の領域において精神保健福祉士のみ先行して創設するこ

とが可能となった理由に接続している。すなわち「主治の医師」による関与を受入れるか否かに対

する協会の対峙の姿勢である。 

本論点については複数の委員により質疑がなされている。MSW 資格化構想（との差異）に関す

る内容が含まれている場合は、上述の通り主に小林が答弁している。また答弁のほとんどにおいて

5 節で後述する「主治の医師」による「指示」もしくは「指導」を了とするか否かについての職能

団体間の調整／不調性の状況が資格化の可否に接続している旨の答弁がなされている。端的に言

えばそれを了とすることを甘受したうえで早期の資格化を求めていた協会と厚生省主管課の思惑

が一致し、結果的にそれを了としなかった MSW（職能団体）より先行・分立のうえ資格化構想が

実現したということである。 

1121 委員会において桝屋は与党の立場から、保健医療分野における統一的資格ではなく、あく

まで精神保健医療福祉領域に特化した資格としての精神保健福祉士を創設することについて「さ

まざまな議論があるということはよく承知」していることをふまえたうえで、「PSW が先行するこ

とによってソーシャルワーカーとしての分断をされては困る」という声もあり、その点においての

憂慮がある旨の質疑をしている。これに対して小林は「広い意味でのソーシャルワークというのが

福祉の現場でも医療の現場でも必要」というように統一的な資格を前提としつつも、「医療の現場」

の特徴として「まず病気を治す」場であることを強調する。そのうえで精神保健福祉士法案につい

て「日本の医療体制では、医療職種はみんな医師の指示のもとに、今回の場合は、医師の指導のも

とにという形で PSW、精神保健福祉士の身分法を提出」している旨、答弁している。すなわち、

端的に医療機関で専門職として業務に従事するかぎりは「主治の医師」の「指示」が前提であると

いう答弁である。小林は自身が「精神保健課長」の際、社会福祉士が先行して資格化されたのを「横

目で見」ながら、医療領域におけるソーシャルワーカー資格については、協会の意向に対して「待

ちなさい、MSW の方も一緒にやるべきであろうということでまずやった」ものの職能団体間の不

調整の故、「今は精神障害者の方が緊急の課題」であることもふまえて、精神保健福祉士法案のみ

独立したかたちで提案した旨も、加えて答弁している。 

106

名古屋市立大学大学院人間文化研究科　人間文化研究　第 37 号　2022 年 1 月



 

 

1128 委員会では 3 節 1 項で上述した根本が本論点についても質疑している。根本は精神保健福

祉士の独立資格化にあたり、「残された医療ソーシャルワーカー、MSW」の資格化について、２段

階の「ステージ」を提案している。第一のステージが社会福祉士と MSW の共通資格化、そして第

二が（精神保健福祉士を包含した）統一資格化という道筋である。根本の質疑は医療領域における

共通資格ではなく、あくまで社会福祉士と MSW の共通資格化の次に精神保健福祉士との更なる

共通資格化の道筋を考えるというものである。6 節 1 項でも後述するが、根本によるここでの質疑

は、当該資格化法案審議時、現職者の社会福祉士受験資格のための実務経験施設に医療機関が含ま

れていなかったため、医療分野における無資格ソーシャルワーカーが空白状況になってしまうこ

との危惧を内包している。根本の提案する共通資格化の道筋の可能性に対して小林は、MSW につ

いては「今お諮りいたしております法案の成立後」に「速やかに検討を開始したい」旨を述べたう

えで、根本の提案する特に第一のステージ、すなわち社会福祉士と MSW の共通資格化の道筋につ

いては、「医療の世界は、医師の指示または指導のもとにという形」になっており、「福祉の世界は、

それは医療現場と離れている社会ということで、またはそちらは医師の指示というのは書いて」お

らず、「そういうところの調整などが残っておるし、また、団体の中の皆さんにもいろいろ意見」

がある状況であり、この時点では「できかねる」旨の答弁をしている。 

 1128 委員会ではほかに山本、金田、1211 委員会では宮崎、清水、1212 委員会では西山がほぼ同

趣旨の質疑を行っているが、基本的には小林により上述同様、すなわち精神保健福祉士と MSW（さ

らには社会福祉士）との共通資格は早期には困難であるが、仮に精神保健福祉士が成立した場合、

「真ん中に医療ソーシャルワーカーという方々の身分法がないという状態」（1212 委員会における

西山の質疑に対する答弁）になるため、精神保健福祉士成立後に速やかに MSW の資格化に着手し

たい、という答弁がなされている。本論点における「主治の医師」の「指示」あるいは「指導」が

何を指すのかについては 5 節で後述する。 

 
4．P 法制定時に想定されていた精神保健福祉士の「業務」及びその「対象」 
 

本論点については上述 3 節 1 項と関連するかたちで、主に 1121 委員会及び 1128 委員会におい

て質疑／答弁が交わされている。質疑／答弁の要点は基本的には 3 節 1 項で整理した内容（すな

わち 1128 委員会における篠崎による、「業務の対象」は「精神病院に入院中の障害者やそこからの

社会復帰途上にある精神障害者」）とほぼ同様であるが、本論点ではそれに加えて精神保健福祉士

が業務を履行する「場」の限定性、及び必要とされる「数」の不足状況が、社会福祉士あるいは MSW

とは「別建て」の資格を「早急」に必要とする根拠として挙げられている。なお本稿では「数」に

ついては、多少の「粗」があるとしてもあくまで当該国会委員会における答弁内容のみを引用する

6）。 

1121 委員会において桝屋は精神保健福祉士が「一万人」、内、（精神科）医療機関において「六千

人ぐらい」必要である根拠について質疑している。それに対して篠崎はその根拠について「精神保

 

 

されていることになるため、必ず「主治の医師」による当該専門職に対する関与が必然となる。こ

の点は上記の理路に加えて MSW 資格が構想のみで終焉した理由とも接続する論点である。この

点は 5 節で後述する。また、後者の養成教育の物理的な不都合を根拠とすることについては、社会

福祉士資格保持者が精神保健福祉士資格を取得するルートと、精神保健医療福祉領域におけるソ

ーシャルワーカー（無資格者含む）が取得するルートとの差異も当該国会委員会における論点の一

つとなっており、上記の篠崎の答弁の通り必ずしも単純な科目の「上乗せ」で可とはなっていない。

この点は 6 節 1 項で触れる。 

 

3-2 保健医療領域において精神保健福祉士のみ先行して創設が可能となった理由 

社会福祉資格とは「別建て」の資格として精神保健福祉士を創設する根拠とその是非に関する論

点は、そのまま保健医療領域という共通の領域において精神保健福祉士のみ先行して創設するこ

とが可能となった理由に接続している。すなわち「主治の医師」による関与を受入れるか否かに対

する協会の対峙の姿勢である。 

本論点については複数の委員により質疑がなされている。MSW 資格化構想（との差異）に関す

る内容が含まれている場合は、上述の通り主に小林が答弁している。また答弁のほとんどにおいて

5 節で後述する「主治の医師」による「指示」もしくは「指導」を了とするか否かについての職能

団体間の調整／不調性の状況が資格化の可否に接続している旨の答弁がなされている。端的に言

えばそれを了とすることを甘受したうえで早期の資格化を求めていた協会と厚生省主管課の思惑

が一致し、結果的にそれを了としなかった MSW（職能団体）より先行・分立のうえ資格化構想が

実現したということである。 

1121 委員会において桝屋は与党の立場から、保健医療分野における統一的資格ではなく、あく

まで精神保健医療福祉領域に特化した資格としての精神保健福祉士を創設することについて「さ

まざまな議論があるということはよく承知」していることをふまえたうえで、「PSW が先行するこ

とによってソーシャルワーカーとしての分断をされては困る」という声もあり、その点においての

憂慮がある旨の質疑をしている。これに対して小林は「広い意味でのソーシャルワークというのが

福祉の現場でも医療の現場でも必要」というように統一的な資格を前提としつつも、「医療の現場」

の特徴として「まず病気を治す」場であることを強調する。そのうえで精神保健福祉士法案につい

て「日本の医療体制では、医療職種はみんな医師の指示のもとに、今回の場合は、医師の指導のも

とにという形で PSW、精神保健福祉士の身分法を提出」している旨、答弁している。すなわち、

端的に医療機関で専門職として業務に従事するかぎりは「主治の医師」の「指示」が前提であると

いう答弁である。小林は自身が「精神保健課長」の際、社会福祉士が先行して資格化されたのを「横

目で見」ながら、医療領域におけるソーシャルワーカー資格については、協会の意向に対して「待

ちなさい、MSW の方も一緒にやるべきであろうということでまずやった」ものの職能団体間の不

調整の故、「今は精神障害者の方が緊急の課題」であることもふまえて、精神保健福祉士法案のみ

独立したかたちで提案した旨も、加えて答弁している。 
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健福祉士を必置とするというようなことは考えて」いないことを前提としたうえで、「まず精神病

院などの医療機関、それから精神障害者の社会復帰施設、保健所、精神保健福祉センターなどの公

的機関において、一通り配置されるとした場合の最低限度の目標」と答弁している。内、「各単科

の精神病院」における「六千人ぐらい」の根拠については、「一病棟五十床といたしまして、将来

的には各病棟に一人ぐらいの精神保健福祉士が設置されればなということで、今約三十三万人ほ

ど入院患者がおりまして、そのうち、障害者プランによりまして二万人から三万人ぐらい社会復帰

をするというと、引き算をいたしまして、その三十万人ちょっとを五十人で割ると六千人」と答弁

している。ここでいう「障害者プラン」とは、総理府（当時）障害者対策推進本部により決定され

た 1996 年度から 2002 年度までの 7 か年を計画期間とした「障害者プラン～ノーマライゼーショ

ン 7 か年戦略」のことである。 

「数」については 1128 委員会における石毛の質疑に対する篠崎の答弁として、上述の答弁より

は詳しい内訳が提示されている。「数」について（精神科）医療機関については「例えば一病棟五

十人というふうに想定いたしますと、その病棟に将来は一人ぐらいのそうした精神保健福祉士の

配置が必要」であり、（法案審議時時点の入院患者数が）「若干数字が三十万か三十一万かというと

ころ、あるいはちょっとぶれるところ」があるものの、それを「割り算」して「医療機関において

は、病院を中心にして約六千二百人という数字」をはじき出した旨の答弁がなされている。また、

「社会復帰施設」については法案審議時の「障害者プラン」における設置達成数である「約千施設」

に各一人として千人、「保健所、精神保健福祉センター」についてはやはり法案審議時時点におけ

る「精神保健福祉相談員」の総数「約二千三百人ぐらい」を合算した数に上述の医療機関における

数を更に合算した「最低限の目標」として「約一万人」と答弁している。 

 要するに、「数」及び「場」に関する質疑／答弁は、そのまま P 法制定時に想定されていた精神

保健福祉士の「業務」及びその「対象」をあらわしている。その主たる対象は精神科医療機関に入

院しているものの地域における社会復帰体制が完備されれば退院可能な状態の患者であり、主た

る業務はその対象者（社会復帰の途上にある者）を「退院」させること（社会復帰させること）と

なる。この点が社会福祉士及び MSW の対象者と異なる点であり、「早急」に資格化が必要である

ことの根拠として答弁がなされているのである 7）。 

 

 

5．P 法第 41 条 2 項における「主治の医師」による「指導」の意味 
 

本項見出しの通り P 法第 41 条 2 項において精神保健福祉士は「その業務を行うに当たって精神

障害者に主治の医師があるときは、その指導を受けなければならない」旨が規定された。同じソー

シャルワーカーの国家資格である社会福祉士の所管法にはむろんこのような規定はない。社会福

祉士については、1998 年に社会福祉士国家試験受験資格取得の実務経験対象施設の一つとして医

療法に基づく病院・診療所が加えられたことに続けて、2006 年には養成課程における実習施設の

108

名古屋市立大学大学院人間文化研究科　人間文化研究　第 37 号　2022 年 1 月



 

 

一つとしても同様に位置付けられている 8）。後者において MSW の公的資格は事実上、社会福祉

士と規定されたといえる。すなわち保健医療機関ではたらく「ソーシャルワーカー」のうち、「精

神保健福祉士」としてその対象が精神科病院に入院もしくは通院している場合にかぎり、「主治の

医師」の「指導」のもとに業務遂行することになったのである。本論点は、ここでいう「主治の医

師」の（「指示」ではなく）「指導」の意味内容である。 

本論点については主に 1128 委員会において山本と篠崎及び小林との間で質疑／答弁が交わされ

ている。篠崎との質疑／答弁の焦点は「主治の医師」の「指導」の中身と精神保健福祉士の自律的

な専門的業務との関係についてであり、小林との質疑／答弁の焦点は「主治の医師」による「指示」

が「指導」に修正されたことによる精神保健福祉士資格創設進展の様相を「突破口」として MSW

においても援用することの可能性についてである 9）。 

「主治の医師」の「指導」の中身に関する篠崎との質疑／答弁において、山本は「医師の指示で

はなく指導で業務を行うという、この指導という概念を持ち込んできたというか、見つけてきたと

いうところ」が精神保健福祉士法案関係者の「一つの売りであろう」としたうえで、ここでいう「指

導」の意味について、「指示」概念に表されるような「医師を頂点とするピラミッドの中の保助看

法（保健師助産師看護師法 ※筆者注）的な、下に来る」のではなく、「チーム医療という概念をき

っちりと踏まえた上の並列的な資格の一つ」として位置づけられるのか否かについて質疑してい

る。すなわち精神保健福祉士の自律的な業務遂行可能性の濃度に関する質疑である。これに対して

篠崎は「指導」の意味内容について「合理的な理由がある場合、相手方はこれを尊重する必要があ

るけれども、指示のように、必ずこれに従わなければならないと拘束するものではなく、相手方に

採否の選択を許すという意味を有するもの」と答弁している。そのうえで精神保健福祉士の対象は

上述の通り「精神症状が安定していないため、個々の精神障害者の精神疾患の状態や、あるいは治

療計画などについても十分に把握した上で相談援助を行うことが必要」のある「社会復帰途上の精

神障害者」であり、主治の医師がいる場合は個々の精神疾患の状態に関する「アドバイスを受けな

ければならないものとした」と重ねて答弁している。「主治の医師」がいる場合は必ずそれの「指

導」＝「アドバイス」を受けながら業務遂行を行う必要がある旨、明確に答弁している。 

本答弁の最後で篠崎は「主治医の指導を踏まえ、精神保健福祉士がどのような相談援助業務を行

うか、ここにつきましては精神保健福祉士の専門性の範疇でございまして、具体的な業務内容につ

いてまで医師に拘束されるものではない」と閉めているように、ここでいう「指導」には拘束力が

あるのか否か、そしてあるのであればどの程度の拘束力があるのかについての更なる論点が浮上

することになる。山本は「アドバイス」という言葉が登場したことについて若干の驚きを示しつつ、

突如登場した「アドバイス」の拘束力に関して、「精神保健福祉士が自分で判断をして、これは医

師のアドバイスを受けなければいけないと思えばアドバイスを受ける、アドバイスを受けないで

いいと思えば自分で業務ができる」のか否かについて更なる質疑を行っている。それに対して篠崎

は、主治医のいない「回復途上にある、あるいは寛解状態にある」精神障害者を除き、「主治医が

いる場合には必ず指導を仰ぐ」必要がある旨、やはり明確に答弁している。「精神保健福祉士の専

 

 

健福祉士を必置とするというようなことは考えて」いないことを前提としたうえで、「まず精神病

院などの医療機関、それから精神障害者の社会復帰施設、保健所、精神保健福祉センターなどの公

的機関において、一通り配置されるとした場合の最低限度の目標」と答弁している。内、「各単科

の精神病院」における「六千人ぐらい」の根拠については、「一病棟五十床といたしまして、将来

的には各病棟に一人ぐらいの精神保健福祉士が設置されればなということで、今約三十三万人ほ

ど入院患者がおりまして、そのうち、障害者プランによりまして二万人から三万人ぐらい社会復帰

をするというと、引き算をいたしまして、その三十万人ちょっとを五十人で割ると六千人」と答弁

している。ここでいう「障害者プラン」とは、総理府（当時）障害者対策推進本部により決定され

た 1996 年度から 2002 年度までの 7 か年を計画期間とした「障害者プラン～ノーマライゼーショ

ン 7 か年戦略」のことである。 

「数」については 1128 委員会における石毛の質疑に対する篠崎の答弁として、上述の答弁より

は詳しい内訳が提示されている。「数」について（精神科）医療機関については「例えば一病棟五

十人というふうに想定いたしますと、その病棟に将来は一人ぐらいのそうした精神保健福祉士の

配置が必要」であり、（法案審議時時点の入院患者数が）「若干数字が三十万か三十一万かというと

ころ、あるいはちょっとぶれるところ」があるものの、それを「割り算」して「医療機関において

は、病院を中心にして約六千二百人という数字」をはじき出した旨の答弁がなされている。また、

「社会復帰施設」については法案審議時の「障害者プラン」における設置達成数である「約千施設」

に各一人として千人、「保健所、精神保健福祉センター」についてはやはり法案審議時時点におけ

る「精神保健福祉相談員」の総数「約二千三百人ぐらい」を合算した数に上述の医療機関における

数を更に合算した「最低限の目標」として「約一万人」と答弁している。 

 要するに、「数」及び「場」に関する質疑／答弁は、そのまま P 法制定時に想定されていた精神

保健福祉士の「業務」及びその「対象」をあらわしている。その主たる対象は精神科医療機関に入

院しているものの地域における社会復帰体制が完備されれば退院可能な状態の患者であり、主た

る業務はその対象者（社会復帰の途上にある者）を「退院」させること（社会復帰させること）と

なる。この点が社会福祉士及び MSW の対象者と異なる点であり、「早急」に資格化が必要である

ことの根拠として答弁がなされているのである 7）。 

 

 

5．P 法第 41 条 2 項における「主治の医師」による「指導」の意味 
 

本項見出しの通り P 法第 41 条 2 項において精神保健福祉士は「その業務を行うに当たって精神

障害者に主治の医師があるときは、その指導を受けなければならない」旨が規定された。同じソー

シャルワーカーの国家資格である社会福祉士の所管法にはむろんこのような規定はない。社会福

祉士については、1998 年に社会福祉士国家試験受験資格取得の実務経験対象施設の一つとして医

療法に基づく病院・診療所が加えられたことに続けて、2006 年には養成課程における実習施設の
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門性の範疇」についてもあくまで「主治医」の「指導の中身の中」に置いてのことである旨も加え

て答弁している。ここでいう「主治の医師」の「指導」の範囲外となる「精神保健福祉士の専門性

の範疇」について篠崎は、「例えば、社会復帰の場でもいろいろなものがありますでしょうし、ま

ずは外への復帰が難しいという判断もあるかもしれません。あるいは、外の社会復帰施設の中で

も、クリーニング工場がいいのか、その他の工場がいいのか、そういうもの」の相談援助業務を指

すと答弁している。やや曖昧ではあるがここでの質疑／答弁を要約すれば、対象となる社会復帰途

上の精神障害者（患者）が社会復帰を目指す際に支障となるような症状がある場合は主治医の指導

の範疇となり、いよいよ社会復帰をするにあたりどのような場でそれを目指すのかの「場の選択」

にかかわる相談援助は主治医の指導の範疇を外れて、精神保健福祉士の専門性の範疇となるとい

うことである。 

精神保健福祉士が、「主治の医師」による「指導」（＝アドバイス）に従わずに業務遂行した場合、

何らかの罰則が科せられることになるのか。山本はこの点について、P 法第 32 条「登録の取消し

等」の特に 2 項に言及し、仮に医師の指導を受けずに業務を行った場合、免許取り消しもしくは停

止対象となるのか否かについて質疑しているが、それに対して篠崎は、当該条項はあくまで「個々

の事例の内容について判断」することとなる旨を先に述べたうえで、「例えば、精神障害者に主治

医がいるにもかかわらず、その指導を受けずにその方が業務を行って、効果的な相談援助が行われ

ず、結果として患者さんの症状の悪化を引き起こす」状況になった場合は、「精神保健福祉士の信

用を失墜させる」ことになるため、「精神保健福祉士の資格の信頼性を保障するため、精神保健福

祉士の登録を取り消し、または期間を定めて名称の使用の停止を命ずることができる」と答弁して

いる。 

「罰則」に関しては同じく 1128 委員会において中川が同様の質疑を行っており、それに対して

は篠崎により上述同様、指導を受けずに業務を行い、結果的に患者の症状の悪化を引き起こるとい

った場合ではなく、そのような状況を招いたことによる「信用の失墜」の観点によって判断される

旨、答弁している。 

 本項冒頭で述べた通り 1128 委員会において山本は小林に対して以上の質疑／答弁をふまえて、

医師の「指示」を「指導」にすることによる MSW 資格創設の可能性について問うている。しかし

これに対して小林は MSW の業務に関しては今後議論を深めていく旨の答弁に留まっている。 

 

6．その他の論点 

 

 6-1 P 法附則第 2条「受験資格の特例」における受験資格取得方法の差異 

本論点については主に 1128 委員会において山本と篠崎により質疑／答弁が交わされている。P

法附則第 2 条では「この法律の施行の際現に病院、診療所その他厚生労働省令で定める施設にお

いて相談援助を業として行っている者」であって、「厚生労働大臣が指定した講習会の課程を修了

した者」及び「病院、診療所その他厚生労働省令で定める施設において、相談援助を五年以上業と
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して行った者」のいずれにも該当する場合は、法施行後 5 年以内となる 2003 年 3 月 31 日までは

「特例」として国家試験受験を可能としていた。山本による質疑の要点は、社会福祉士資格保持者

と、現に精神保健医療福祉領域におけるソーシャルワーカー（無資格者含）として業務を行ってい

る者との間における受験資格取得ルートの差異についてである。後者は上述の通り附則第 2 条に

より特例措置がとられたにもかかわらず、前者の社会福祉士は「第 11 号資格者」として、P 法審

議時はまだ存在していなかった「短期養成施設（6 ヵ月）」への入学と必要科目の履修を要するこ

ととなった。山本は、後者に対する受験資格付与のあり方に関して「極めて安易な与え方」ではな

いかという質疑に対する厚生省側の答弁内容が「現在、精神科ソーシャルワーカーの多くは社会福

祉系大学を卒業している者と承知しており、精神保健福祉士としての基礎的な資質は十分確保さ

れているものと考えることから、講習会受講によって受験資格を与えることは決して安易ではな

い」と言うことであったことをふまえたうえで、両者ともに「同様に社会福祉系の卒業生が多い」

とされているにもかかわらず、上述の受験資格取得課程に差異が存在することについて「なぜ社会

福祉士の方だけ六カ月の短期養成施設での研修を義務づけなければいけない」のかという質疑を

行っている。この質疑に対して篠崎は「社会福祉士の方もあるいは精神保健福祉士の方も、福祉系

の大学を出ている方について比べますと、福祉系というところでは同じ」であるものの、「精神保

健福祉士に求められる精神保健及び福祉に関する科目」については「六百六十時間」分必要であり、

法案審議時における社会福祉士教育課程についてはこのうち「医学全体で六十時間」のみの履修と

なっており「約十倍の時間数の差」があり、この不足分について 6 ヵ月の短期養成施設への入学と

履修が必要であるという答弁をしている。 

 ここで留意すべきは、まだ資格化されていなかったにも関わらず、精神保健医療福祉領域におけ

るソーシャルワーカーについては、現にその「養成」を行っている大学があるということが当該答

弁の前提になっている点である。篠崎は法案審議時の時点で「精神科ソーシャルワーカー養成」を

行っている大学で主に開講されている科目として「例えば精神医学ソーシャルワーク、あるいは精

神医学、精神保健、精神科リハビリテーション論」等を挙げ、法成立後は「精神保健福祉論、先ほ

ど申し上げました精神医学、精神保健学、精神保健福祉援助技術総論、各論、それから精神科リハ

ビリテーション学、精神保健福祉援助技術演習、実習などを想定」している旨、答弁している。こ

れがすなわち「六百六十時間」に該当するものといえる。これに対して山本は「精神科ソーシャル

ワーカーの養成を行っている大学」が「二十」あることが「調査室の資料」に載っているが、内、

上述した科目を開講している大学は「七つしか」なく、「こういう形で、極めて限られた数科目の

勉強をして出てきておられる、あるいは数科目だけ教えていることをとって精神科ソーシャルワ

ーカーの養成を行っている大学だというふうにおっしゃることに、私はかなり無理がある」旨、及

び、科目の細分化の方向ではなく、「ゼネリックに勉強をするという方向で指定科目をつくってい

くべき」である旨指摘している。 

 
 6-2 精神保健福祉士を必置とする等によるインセンティブの可能性 

 

 

門性の範疇」についてもあくまで「主治医」の「指導の中身の中」に置いてのことである旨も加え

て答弁している。ここでいう「主治の医師」の「指導」の範囲外となる「精神保健福祉士の専門性

の範疇」について篠崎は、「例えば、社会復帰の場でもいろいろなものがありますでしょうし、ま

ずは外への復帰が難しいという判断もあるかもしれません。あるいは、外の社会復帰施設の中で

も、クリーニング工場がいいのか、その他の工場がいいのか、そういうもの」の相談援助業務を指

すと答弁している。やや曖昧ではあるがここでの質疑／答弁を要約すれば、対象となる社会復帰途

上の精神障害者（患者）が社会復帰を目指す際に支障となるような症状がある場合は主治医の指導

の範疇となり、いよいよ社会復帰をするにあたりどのような場でそれを目指すのかの「場の選択」

にかかわる相談援助は主治医の指導の範疇を外れて、精神保健福祉士の専門性の範疇となるとい

うことである。 

精神保健福祉士が、「主治の医師」による「指導」（＝アドバイス）に従わずに業務遂行した場合、

何らかの罰則が科せられることになるのか。山本はこの点について、P 法第 32 条「登録の取消し

等」の特に 2 項に言及し、仮に医師の指導を受けずに業務を行った場合、免許取り消しもしくは停

止対象となるのか否かについて質疑しているが、それに対して篠崎は、当該条項はあくまで「個々

の事例の内容について判断」することとなる旨を先に述べたうえで、「例えば、精神障害者に主治

医がいるにもかかわらず、その指導を受けずにその方が業務を行って、効果的な相談援助が行われ

ず、結果として患者さんの症状の悪化を引き起こす」状況になった場合は、「精神保健福祉士の信

用を失墜させる」ことになるため、「精神保健福祉士の資格の信頼性を保障するため、精神保健福

祉士の登録を取り消し、または期間を定めて名称の使用の停止を命ずることができる」と答弁して

いる。 

「罰則」に関しては同じく 1128 委員会において中川が同様の質疑を行っており、それに対して

は篠崎により上述同様、指導を受けずに業務を行い、結果的に患者の症状の悪化を引き起こるとい

った場合ではなく、そのような状況を招いたことによる「信用の失墜」の観点によって判断される

旨、答弁している。 

 本項冒頭で述べた通り 1128 委員会において山本は小林に対して以上の質疑／答弁をふまえて、

医師の「指示」を「指導」にすることによる MSW 資格創設の可能性について問うている。しかし

これに対して小林は MSW の業務に関しては今後議論を深めていく旨の答弁に留まっている。 

 

6．その他の論点 

 

 6-1 P 法附則第 2条「受験資格の特例」における受験資格取得方法の差異 

本論点については主に 1128 委員会において山本と篠崎により質疑／答弁が交わされている。P

法附則第 2 条では「この法律の施行の際現に病院、診療所その他厚生労働省令で定める施設にお

いて相談援助を業として行っている者」であって、「厚生労働大臣が指定した講習会の課程を修了

した者」及び「病院、診療所その他厚生労働省令で定める施設において、相談援助を五年以上業と

111

精神保健福祉士法制定時の国会議事録にみる「分業」化の根拠（樋澤　吉彦）



 

 

本論点については主に診療報酬としての位置づけという観点及び（特に精神科病院における）必

置制の可能性に関して、1128 委員会において山本が、また 1211 委員会において宮崎が質疑を行っ

ている。後者に関しては厚生省保険局長（当時）の高木俊明（以下、姓のみ）が政府委員として答

弁している。 

山本は法案審議時、精神科病院における設置基準等において診療報酬上「精神科ソーシャルワー

カー」となっている個所は精神保健福祉士に置換されるのか否かという点及び精神保健福祉士の

活動の裏付けとなる財源確保について質疑している。これに対して篠崎は当時の障害者プランに

沿って必要な予算の確保に努める旨、及び「精神科ソーシャルワーカー」に精神保健福祉士が内包

される旨のごく基本的な答弁を行っている。しかし当初から精神保健福祉士は「必置制」にはしな

いことになっていた点に関して、山本による確認の意味を込めた質疑に対して、篠崎はその根拠と

して「精神病院あるいは社会復帰施設、保健所などに精神保健福祉士を配置することは私ども望ま

しいことと考えておりますが、現在資格を持たない精神科ソーシャルワーカーがこれらの施設に

おいて業務を行うことを排除することにつながりかねないことから、必置ということをしていな

い」という点を挙げる。すなわち、法案審議時において必置制（設置義務独占的な資格）にしない

理由として、業務の排他性（一部業務独占）に接続する可能性があるということではなく、あくま

で（無資格の）現任者排除の防止のためという理由を挙げている。答弁の後半では「これらの施設

で働く精神科ソーシャルワーカーの質の確保の重要性にかんがみますと、今後これらの今申し上

げました施設において既に働いているソーシャルワーカーの方が資格を取得することになるとい

うようなこととか、あるいは施設で新たに採用を行う際には積極的に精神保健福祉士を採用する、

そういうようになることを期待」する旨、及び「医療機関の場合でございますが、精神保健福祉士

に対する特別な診療報酬上の手当ては現在のところは考えておりませんけれども、将来的には診

療報酬においてどのように評価すべきかを今後中医協などにおいて検討されるものというふうに

期待」している旨の答弁に表れているように、あくまで雇用主側の自助努力によるものであるとし

ている。 

 以上の点は、1211 委員会における宮崎と高木との間で同様の質疑／答弁がなされている。宮崎

による精神保健福祉士の配置に伴う診療報酬上の位置づけについての質疑に対して、高木は「基本

的にはその業務の実態というものを踏まえまして、どういうふうに診療報酬上位置づけていくか、

これにつきましては今後中医協の御意見等もお聞きしながら、適切に対応していきたい」というよ

うにやはりごく基本的な答弁を行っており、資格者配置に伴う具体的なインセンティブについて

は当該国会委員会においては明示されていない。 

 
7．当面のまとめと今後の課題 
―精神保健福祉士法制定時の国会議事録にみる「分業」化の根拠― 
 

以上、本稿では、精神保健福祉士の「分業」化の根拠について、当該国会委員会による議事録の

精査を通して、主要３論点に焦点化したえうで整理検討を行った。 

112

名古屋市立大学大学院人間文化研究科　人間文化研究　第 37 号　2022 年 1 月



 

 

3 節で整理した、社会福祉士とは「別建て」の資格を設ける「根拠」及びその「是非」は最も中

心的な論点であり、取り上げ方の程度の差はあるが委員はほぼ必ずこの点に触れていた。3 節にお

ける質疑概要は、①本来的には領域横断的なソーシャルワーカー資格が創設されるべきではない

かという点、及び②やはり社会福祉士とは「別建て」で資格化検討がなされていたものの、「医師

の指示」のもとに業務履行する「医療職」として提案されていたことへの「反発」によりその実現

が難航していた MSW に先行して、保健医療領域という共通の領域において精神保健福祉士のみ

創設することの根拠とその是非、の 2 点に分けることができる。 

①については、社会福祉士は所管の法的根拠から「福祉一般の領域と比較して保健医療に関する

専門性、特殊性の強い病院において入院者を対象として活動することを想定」してはいないため、

社会福祉士の対象の「想定外」に該当する「精神症状が安定していない精神障害者の社会復帰に関

する相談に応じ、助言、指導、訓練その他の援助」を行う専門職が「別建て」で必要であるという

答弁がなされていた。また②については、精神科医療機関への入院・通院を問わず「主治の医師」

がいる場合は、精神障害者に対する支援全般については医師の関与が必然であり、且つその規定外

である社会福祉士、及びそれを是としない MSW とは「別建て」の資格が、P 法制定時の精神保健

医療福祉の状況（特に精神科医療機関への社会的入院）をふまえると「早急」に必要であるという

答弁がなされていた。 

4 節で整理した P 法制定時に想定されていた精神保健福祉士の「業務」及びその「対象」につい

ては、精神保健福祉士の想定必要「数」及び想定される仕事の「場」における答弁のなかで明示さ

れていた。すなわち「対象」については、上述の 3 節 1 項における対象、すなわち「精神病院に入

院中の障害者やそこからの社会復帰途上にある精神障害者」（社会復帰していない精神障害者）で

あり、精神保健福祉士の主たる「業務」はその対象者を「退院」というかたちで「社会復帰」させ

ることが第一義的な目的であるという内容である。この点において精神保健福祉士は、社会福祉士

及び MSW とは対象が異なっており、且つ早急に「別建て」資格が必要である旨の答弁がなされて

いた。 

5 節で整理した P 法第 41 条 2 項における「主治の医師」による「指導」の意味は、社会福祉士

との「別建て」の資格創設の根拠というよりは、3 節 2 項で上述した通り、同じ保健医療領域にお

けるソーシャルワーカーである MSW からの「分立」資格創設の根拠に接続する。すなわち保健医

療領域において、「精神」保健医療領域におけるソーシャルワーカー資格としての精神保健福祉士

のみ先行して資格化が実現した理由は端的にいえば、その対象となる精神障害者に「主治の医師」

がいる場合は必ずその「指導」を受けることを協会が諾したからであり、反対に MSW の単独資格

化が実現しなかった理由は MSW 職能団体がこれを拒んだからである 10）。ここでいう「指導」は

「指示」とは異なり、いわば「アドバイス」であり、「主治の医師」がいる社会復帰を目指す祭に

支障となる症状がある精神障害者を対象とする場合は必ず受けなければならないと答弁されてお

り、精神保健福祉士の自律的な専門性は対象者の社会復帰の「場の選択」等に係るものである旨の

答弁がなされていた。 

 

 

本論点については主に診療報酬としての位置づけという観点及び（特に精神科病院における）必

置制の可能性に関して、1128 委員会において山本が、また 1211 委員会において宮崎が質疑を行っ

ている。後者に関しては厚生省保険局長（当時）の高木俊明（以下、姓のみ）が政府委員として答

弁している。 

山本は法案審議時、精神科病院における設置基準等において診療報酬上「精神科ソーシャルワー

カー」となっている個所は精神保健福祉士に置換されるのか否かという点及び精神保健福祉士の

活動の裏付けとなる財源確保について質疑している。これに対して篠崎は当時の障害者プランに

沿って必要な予算の確保に努める旨、及び「精神科ソーシャルワーカー」に精神保健福祉士が内包

される旨のごく基本的な答弁を行っている。しかし当初から精神保健福祉士は「必置制」にはしな

いことになっていた点に関して、山本による確認の意味を込めた質疑に対して、篠崎はその根拠と

して「精神病院あるいは社会復帰施設、保健所などに精神保健福祉士を配置することは私ども望ま

しいことと考えておりますが、現在資格を持たない精神科ソーシャルワーカーがこれらの施設に

おいて業務を行うことを排除することにつながりかねないことから、必置ということをしていな

い」という点を挙げる。すなわち、法案審議時において必置制（設置義務独占的な資格）にしない

理由として、業務の排他性（一部業務独占）に接続する可能性があるということではなく、あくま

で（無資格の）現任者排除の防止のためという理由を挙げている。答弁の後半では「これらの施設

で働く精神科ソーシャルワーカーの質の確保の重要性にかんがみますと、今後これらの今申し上

げました施設において既に働いているソーシャルワーカーの方が資格を取得することになるとい

うようなこととか、あるいは施設で新たに採用を行う際には積極的に精神保健福祉士を採用する、

そういうようになることを期待」する旨、及び「医療機関の場合でございますが、精神保健福祉士

に対する特別な診療報酬上の手当ては現在のところは考えておりませんけれども、将来的には診

療報酬においてどのように評価すべきかを今後中医協などにおいて検討されるものというふうに

期待」している旨の答弁に表れているように、あくまで雇用主側の自助努力によるものであるとし

ている。 

 以上の点は、1211 委員会における宮崎と高木との間で同様の質疑／答弁がなされている。宮崎

による精神保健福祉士の配置に伴う診療報酬上の位置づけについての質疑に対して、高木は「基本

的にはその業務の実態というものを踏まえまして、どういうふうに診療報酬上位置づけていくか、

これにつきましては今後中医協の御意見等もお聞きしながら、適切に対応していきたい」というよ

うにやはりごく基本的な答弁を行っており、資格者配置に伴う具体的なインセンティブについて

は当該国会委員会においては明示されていない。 

 
7．当面のまとめと今後の課題 
―精神保健福祉士法制定時の国会議事録にみる「分業」化の根拠― 
 

以上、本稿では、精神保健福祉士の「分業」化の根拠について、当該国会委員会による議事録の

精査を通して、主要３論点に焦点化したえうで整理検討を行った。 
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P 法制定時における上述３つの論点は、対象者の「社会復帰」の「能否」を基準として既に存在

していた社会福祉士及び MSW の「対象外」とされた領域・職能を剔出するための論点であり、そ

れはすなわち「協会」が切望していた精神保健福祉士の排他的職能の彫刻の過程であり、「分業」

化の根拠を明確且つ強固にするための論点でもあった。しかし、6 節 1 項で整理した P 法附則第 2

条の受験資格特例における法制定時の精神保健福祉領域におけるソーシャルワーカー（無資格者）

の社会福祉士資格者との相対的な「優遇」措置に関する論点については、単に社会福祉系大学を卒

業しているという共通事項が了とはならない理由として、法制定時に現に「精神科ソーシャルワー

カー」の「養成」を行っている大学があることが答弁の前提になっていたが、同時に当該関係科目

開講状況のばらつきが明白となる質疑／答弁であった。また、6 節 2 項で整理した精神保健福祉士

創設に伴う何らかのインセンティブ付与の可能性に関する論点については、設置義務独占的な資

格化の見通し、及び診療報酬上の優遇措置の可能性に関するものであったが、その実現に向けての

具体的な答弁はなされなかった。この 2 つの論点は上述した 3 点の「分業」化の根拠議論に付随す

るものであり、本来的には「分業」化の根拠を強化すべきものでなければならなかったものの、実

際の答弁内容を見るかぎり、却ってその根拠の曖昧性を露呈させるものとなっていた。 

 いずれにしても P 法は上述の答弁をもって制定に至ることとなり、「協会」もそれを了としたの

である。そして以上の論点は冒頭で上述した通り、「協会」が自らの領域（職域）拡大を根拠とし

て精神保健福祉士を「MHSW」と呼称することを正式に決定し、更なる「越境」の意思を示してい

るいま、本来的には早急に「棚卸し」をしなければならない論点でもある 11）。 

 

 

＊本稿は JSPS 科研費 JP19K02189 の助成を受けたものである。 

 

 

（注） 

1）2020 年 6 月 21 日に開催された協会第 8 回定時総会において「第２号議案 定款の変更に関する件」として 

 「本協会の英語による表記及び略称の変更」提案され、各ブロック代議員からの種々の意見が出たうえで承 

 認されるに至っている（賛成 71 人、保留７人、反対３人、棄権（無効）１人）。協会による当該資格の「MHSW」 

 への正式な略称変更の経過については樋澤（2020a）、同（2020b）の注を参照。 

2）国会委員会議事録を主たる題材として、種々のテキスト分析の手法を用いて精査・分析している論考は、例 

 えば本邦における基本的な論文検索システムである CiNii（NII 学術情報ナビゲータ）で一般雑誌を除いた 

 うえで「国会」、「議事録」で単純な論理演算検索（AND 検索）を行うかぎりにおいても 123 件ヒットする 

 （2021 年 8 月現在）。筆者も本文「２」で述べた通り、医療観察法及び精神保健福祉法改正議論の検討を行 

 う際に国会委員会議事録の精査・分析を行っている（樋澤 2017b）。本稿で取り上げた国会委員会議事録の検 

 討を行っているものとして山手（1999→2003）がある。また、協会機関誌以外の P 法制定に関する主な特 

 集号として、『こころの科学』における特集（安西・髙橋編（1999））、『日本精神病院協会雑誌』における特 
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 集（日本精神病院協会編（1999））、制定直前のものとして『社会福祉研究』における特集（鉄道弘済会社会 

 福祉部（1997））等がある。同時期の関連する特集号として『精神療法』における特集がある（『精神療法』 

 編集委員（1999））。加えて、P 法制定過程を主題とした主な論考として田中（2000）、堀口（2001）、京須 

 （2006）、立花ほか（2008）、葛西（2010）、吉川（2011）等がある。5 節に関連して、社会福祉士資格制度 

 誕生の経緯と MSW 資格化「頓挫」の経緯について、ソーシャルワーク統一資格を是とする立場から分析検 

 討行っているものとして秋山（2007）。社会福祉士と精神保健福祉士との資格「統合」の可能性に言及して 

 いるものとして山野（2004）。隣接領域である「臨床心理士」及び「公認心理師」資格創設に至る過程につ 

 いて、筆者の問題関心にもつながるものとして丸山による一連の論考がある（丸山（2004）、同（2012）、同 

 （2016）、同（2018））。本稿では、以上の各論考を参考にしつつ、刑事法学の視点から国会委員会議事録を 

 題材として医療観察法成立過程に関するきわめて詳細な分析を行っている中山（2005）を特に精査・分析「方 

 法」の参考にしている。 

3）小林は協会第 35 回全国大会（1999 年 7 月 16 日・17 日、北海道厚生年金会館）において P 法資格化に関 

 する記念講演を行っている（講演時、厚生省健康政策局長、小林 2000）。また当該大会において協会名が「日 

 本精神保健福祉士協会」に改称されている。 

4）P 法案が国会上程された際の篠崎のインタビュー記事が『医療』に掲載されている（メジカルフレンド社 

 （1997））。 

5）MSW 資格化構想の「目処」に関して、山本は「医療ソーシャルワーカーの御担当が小林保健医療局長で、 

 社会福祉士の御担当が炭谷社会・援護局長で、今回の精神保健福祉士法の担当が篠崎障害保健福祉部長で、 

 それぞれお三方」に対して「医療領域におけるソーシャルワーカーの資格のあり方というものをどう考えて 

 いくのか、どういうふうにしたいと思っているのか」について質疑している。それに対して、篠崎は「（P 法  

 ※筆者注）法案成立後、速やかに検討を開始したい」考えとともに、「医療ソーシャルワーカーの資格のあり 

 方の検討に当たっては、福祉関係職種とするかあるいは医療関係職種と位置づけるかなど、その性格をめぐ 

 って関係者の間にもさまざまな意見がありまして、いろいろと難しい問題が残されて」いるおり、また「医 

 師との関係を整理することも大変重要なこと」である旨の答弁している。炭谷は篠崎と同意見であると答弁 

 しつつ、「ただ、一つつけ加えさせていただきますならば、私どもの所管いたしております社会福祉法人の第 

 二種社会福祉事業という中に無料・低額医療事業というのがございます。その中で医療ソーシャルワーカー 

 さん、大変活躍されている。例えば、先日ある社会福祉法人にお伺いしましたところ、六人の医療ソーシャ 

 ルワーカーを置いて、そして年間六千件の相談を受けているという大変活発な事例をお聞きしまして、大変 

 感銘を受けました。ですから、これからも社会福祉法人においてこのような活躍というのは期待されるとこ 

 ろ」である旨の答弁している。小林も同じく同意見であると答弁しつつ、「医療職種とするか福祉職種とする 

 かという概念が、働いていらっしゃる皆さん方にもある、厚生省の中にも若干ある」として、「そういう概念 

 をできるだけ早く取っ払って、余り医療だ福祉だということでなくて、うまくいくようにできるだけしてい 

 きたい」旨の答弁をしている。 

6）P 法制定時の精神科病床数や従事者数については樋澤（2020a）及び同（2020b）の注を参照。 

7）この障害者プランにおいてはじめて精神障害者の社会復帰施策に関する 2002 年度までの数値目標が明記さ 

 

 

P 法制定時における上述３つの論点は、対象者の「社会復帰」の「能否」を基準として既に存在

していた社会福祉士及び MSW の「対象外」とされた領域・職能を剔出するための論点であり、そ

れはすなわち「協会」が切望していた精神保健福祉士の排他的職能の彫刻の過程であり、「分業」

化の根拠を明確且つ強固にするための論点でもあった。しかし、6 節 1 項で整理した P 法附則第 2

条の受験資格特例における法制定時の精神保健福祉領域におけるソーシャルワーカー（無資格者）

の社会福祉士資格者との相対的な「優遇」措置に関する論点については、単に社会福祉系大学を卒

業しているという共通事項が了とはならない理由として、法制定時に現に「精神科ソーシャルワー

カー」の「養成」を行っている大学があることが答弁の前提になっていたが、同時に当該関係科目

開講状況のばらつきが明白となる質疑／答弁であった。また、6 節 2 項で整理した精神保健福祉士

創設に伴う何らかのインセンティブ付与の可能性に関する論点については、設置義務独占的な資

格化の見通し、及び診療報酬上の優遇措置の可能性に関するものであったが、その実現に向けての

具体的な答弁はなされなかった。この 2 つの論点は上述した 3 点の「分業」化の根拠議論に付随す

るものであり、本来的には「分業」化の根拠を強化すべきものでなければならなかったものの、実

際の答弁内容を見るかぎり、却ってその根拠の曖昧性を露呈させるものとなっていた。 

 いずれにしても P 法は上述の答弁をもって制定に至ることとなり、「協会」もそれを了としたの

である。そして以上の論点は冒頭で上述した通り、「協会」が自らの領域（職域）拡大を根拠とし

て精神保健福祉士を「MHSW」と呼称することを正式に決定し、更なる「越境」の意思を示してい

るいま、本来的には早急に「棚卸し」をしなければならない論点でもある 11）。 

 

 

＊本稿は JSPS 科研費 JP19K02189 の助成を受けたものである。 

 

 

（注） 

1）2020 年 6 月 21 日に開催された協会第 8 回定時総会において「第２号議案 定款の変更に関する件」として 

 「本協会の英語による表記及び略称の変更」提案され、各ブロック代議員からの種々の意見が出たうえで承 

 認されるに至っている（賛成 71 人、保留７人、反対３人、棄権（無効）１人）。協会による当該資格の「MHSW」 

 への正式な略称変更の経過については樋澤（2020a）、同（2020b）の注を参照。 

2）国会委員会議事録を主たる題材として、種々のテキスト分析の手法を用いて精査・分析している論考は、例 

 えば本邦における基本的な論文検索システムである CiNii（NII 学術情報ナビゲータ）で一般雑誌を除いた 

 うえで「国会」、「議事録」で単純な論理演算検索（AND 検索）を行うかぎりにおいても 123 件ヒットする 

 （2021 年 8 月現在）。筆者も本文「２」で述べた通り、医療観察法及び精神保健福祉法改正議論の検討を行 

 う際に国会委員会議事録の精査・分析を行っている（樋澤 2017b）。本稿で取り上げた国会委員会議事録の検 

 討を行っているものとして山手（1999→2003）がある。また、協会機関誌以外の P 法制定に関する主な特 

 集号として、『こころの科学』における特集（安西・髙橋編（1999））、『日本精神病院協会雑誌』における特 
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 れている。例えば精神障害者生活訓練施設（援護寮）は 6,000 人、精神障害者社会適応訓練事業は 5,000 人、 

 精神科デイケア施設は 1,000 か所等とされていた。なお、当該数値目標と実際の達成状況について萩原（2019） 

 による詳細な対照表がある。 

8）「指定施設における業務の範囲等について」（各都道府県知事あて、厚生省大臣官房障害保健福祉部長・社 

 会・援護・老人保健福祉・児童家庭局長連名通知、障第三五二号・社援第一五一八号・老発第四一六号・児 

 発第四六三号、平成一〇年（1998 年）六月一二日付）において、社会福祉士の実務経験対象施設に「病院、 

 診療所及び老人保健施設」が追加されている。さらに「（前略）厚生労働大臣が別に定める施設及び事業」（厚 

 生省告示第二百三号、昭和六十二年（1987 年）十二月十五日）の改正文（平成一八年（2006 年）三月三一 

 日、厚生労働省告示第三〇五号）において医療法に規定する病院及び診療所及び介護保険法に規定する介護 

 老人保健施設等が追加された。社会福祉士の実務経験対象施設、及び養成機関における実習施設に病院・診 

 療所が加えられた経緯については、秋山（2007）、竹中ほか（2009）等を参照。 

9）1128 委員会における山本と小林の質疑／答弁において、山本は「指示」から「指導」に修正したことに関 

 連して柏木昭（対談時、協会会長）と大谷藤郎（元厚生省公衆衛生審議会会長、対談時、国際医療福祉大学 

 学長）による対談論考（大谷・柏木（1997））における柏木による発言（「（前略）『指示』ではなく『指導』 

 という言葉を今回の法案で使うことで、（※日本看護協会等 筆者注）理解されたようです。（後略）」）を取り 

 上げている。 

10）MSW が医師の関与（指示）を拒んだ経緯について筆者は樋澤（2020a）及び同（2020b）において、1987  

 年の厚生省社会局による精神科ソーシャルワーカーも含む「医療ソーシャルワーカー」等の国家資格化の検 

 討方針、及び 1990 年に同じく厚生省による医療分野における国家資格である「医療福祉士（仮称）資格化 

 にあたっての現在の考え方」が打ち出され、MSW の国家資格化の可能性がきわめて現実性の高い状況にな 

 っていたにも関わらず、前者では福祉職ではなく「医療職」としての位置づけに対して、後者では骨子案に 

 明記されていた「医師の指示」のもとに業務遂行することに対して、当時の MSW 職能団体であった日本医 

 療社会事業協会（現 日本医療社会福祉協会）が明確に反対の立場を取り、分立資格を目指していた当初の方 

 針を変更し、社会福祉士への一本化へと路線変更したことにより、当時、交渉窓口が同じであった協会によ 

 る精神医療領域におけるソーシャルワーカーの資格の現実化も遠のいた旨を述べた。 

11）この間、日本におけるソーシャルワーク専門職能資格の動向に関して「２つの事象」が進行している。一 

 つは、「子ども家庭福祉に関し専門的な知識・技術を必要とする支援を行う者の資格の在り方その他資質の 

 向上策に関するワーキンググループ」における当該分野における新たな資格創設に関する議論である。2021 

 年 2 月 2 日に公表された上述ワーキンググループ「とりまとめ」に対して、協会を含むソーシャルワーカー 

 関連４団体が加盟する「日本ソーシャルワーカー連盟」（公益社団法人日本社会福祉士会、公益社団法人日本 

 医療社会福祉協会、特定非営利活動法人日本ソーシャルワーカー協会、以下連盟）は同 4 日付「『子ども家 

 庭福祉に関し専門的な知識・技術を必要とする支援を行う者の資格の在り方その他資質の向上策に関するワ 

 ーキンググループ』取りまとめに対する声明」において、「ソーシャルワーク専門職である社会福祉士や精神 

 保健福祉士の国家資格を積極的に活用すべき」として当該分野における新資格創設に反対の見解を表明して 

 いる。もう一つは、「ソーシャルワーク関係団体のあり方に関する覚書」に関する協会対応事象である。これ 
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 については筆者の確認範囲では不明点があるものの、2021 年 6 月 9 日付協会会員専用サイトにおける構成 

 員向け文書（「同上」に係る本協会の対応について）によると、連盟において 2020 年 6 月 2 日付で「社会福 

 祉士と精神保健福祉士の資格を統一し新たなソーシャルワーカー資格の創設に向けて取り組む」等を含む 5 

 点の「骨子」とする「合意文書（覚書）」を「交わす」ことになったものの、協会はこれをあくまで「備忘録 

 的な文書」として認識し、協会理事会にも諮っていなかった。しかし同年 12 月に同覚書を上述日付にさか 

 のぼって「署名すること」が連盟より提案された。協会は 2021 年 2 月及び 4 月に修正を申し入れたものの 

 その要請は受け入れらなかった（他、1 団体が未調印であり覚書じたいは未完成）。覚書には「精神保健福祉 

 士の廃止」に関わるものが含まれており、結果的に 2021 年 5 月 30 日の協会臨時理事会において「事後承認 

 しない」ことが決議され、現在に至っている。巨視的視点でみるかぎり、前者（新たな資格創設に反対、す 

 なわち現存の「2 つ」のソーシャルワーク専門職が任用されるべき）と後者（現存の「2 つ」のソーシャル 

 ワーカー資格の統一化には賛成ではない）との間にはきわめてシンプルな「矛盾」がある。精神保健福祉士 

 の「越境」意思の動向もふまえ、この点については別に精査を行う予定である。 
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 日、厚生労働省告示第三〇五号）において医療法に規定する病院及び診療所及び介護保険法に規定する介護 

 老人保健施設等が追加された。社会福祉士の実務経験対象施設、及び養成機関における実習施設に病院・診 

 療所が加えられた経緯については、秋山（2007）、竹中ほか（2009）等を参照。 

9）1128 委員会における山本と小林の質疑／答弁において、山本は「指示」から「指導」に修正したことに関 

 連して柏木昭（対談時、協会会長）と大谷藤郎（元厚生省公衆衛生審議会会長、対談時、国際医療福祉大学 

 学長）による対談論考（大谷・柏木（1997））における柏木による発言（「（前略）『指示』ではなく『指導』 

 という言葉を今回の法案で使うことで、（※日本看護協会等 筆者注）理解されたようです。（後略）」）を取り 

 上げている。 

10）MSW が医師の関与（指示）を拒んだ経緯について筆者は樋澤（2020a）及び同（2020b）において、1987  

 年の厚生省社会局による精神科ソーシャルワーカーも含む「医療ソーシャルワーカー」等の国家資格化の検 

 討方針、及び 1990 年に同じく厚生省による医療分野における国家資格である「医療福祉士（仮称）資格化 

 にあたっての現在の考え方」が打ち出され、MSW の国家資格化の可能性がきわめて現実性の高い状況にな 

 っていたにも関わらず、前者では福祉職ではなく「医療職」としての位置づけに対して、後者では骨子案に 

 明記されていた「医師の指示」のもとに業務遂行することに対して、当時の MSW 職能団体であった日本医 

 療社会事業協会（現 日本医療社会福祉協会）が明確に反対の立場を取り、分立資格を目指していた当初の方 

 針を変更し、社会福祉士への一本化へと路線変更したことにより、当時、交渉窓口が同じであった協会によ 

 る精神医療領域におけるソーシャルワーカーの資格の現実化も遠のいた旨を述べた。 

11）この間、日本におけるソーシャルワーク専門職能資格の動向に関して「２つの事象」が進行している。一 

 つは、「子ども家庭福祉に関し専門的な知識・技術を必要とする支援を行う者の資格の在り方その他資質の 

 向上策に関するワーキンググループ」における当該分野における新たな資格創設に関する議論である。2021 

 年 2 月 2 日に公表された上述ワーキンググループ「とりまとめ」に対して、協会を含むソーシャルワーカー 

 関連４団体が加盟する「日本ソーシャルワーカー連盟」（公益社団法人日本社会福祉士会、公益社団法人日本 

 医療社会福祉協会、特定非営利活動法人日本ソーシャルワーカー協会、以下連盟）は同 4 日付「『子ども家 

 庭福祉に関し専門的な知識・技術を必要とする支援を行う者の資格の在り方その他資質の向上策に関するワ 

 ーキンググループ』取りまとめに対する声明」において、「ソーシャルワーク専門職である社会福祉士や精神 

 保健福祉士の国家資格を積極的に活用すべき」として当該分野における新資格創設に反対の見解を表明して 

 いる。もう一つは、「ソーシャルワーク関係団体のあり方に関する覚書」に関する協会対応事象である。これ 
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